基　　調　　報　　告
　　　　　　－命育む社会を目指してー
１　はじめに
　落語の世界では、老人は御隠居と呼ばれ、町内の知恵袋、相談役として結構重宝な存在として語られていますが、現代では、認知症、生活習慣病、生活不活発病と体力の衰えに対し病名を付けられ、患者として健康保険、介護保険のお世話になる厄介な存在としてイメージされているようです。
しかし老人は、社会的にも、経済的にも幾多の試練を乗り越え、あるいは、人生の辛酸をなめて生きてきた自信と知恵を、また生きることの悲しみと切なさを心の奥底に秘めて明日を生きる存在です。
遅かれ早かれ、足腰が立たなくなり、死を迎える存在かもしれないけれど、社会的には、まだまだ役に立つ存在です。端的に言えば、生きているだけで、子や孫に希望を与え、生きる勇気を与える存在だと思います。
私たち高齢者が生きてきた想いを語り、心に浮かんだ心象風景を語ることこそが、取りも直さず高齢者が今を生きる意味を肉付けすることに繋がっていくと思います。
さあ、私たち高齢者の皆さん！　人生を、社会を、政治を、経済を熱く語り、そして自分達の思いを社会に向かって力強く発信していきましょう。　
　　「人は誰でも、心の真ん中に、透明な湖を持っているのだと思う」
見田宗介　東大名誉教授（社会学者）
Ⅱ　日本はどんな社会を目指せばよいのか
　（１）グローバリズムは世界に戦争を撒き散らし、生きる希望を奪う　
かつて、フランスのド・ゴール大統領が池田首相をトランジスター商人と称したことがありましたが、今や世界は、一国の宰相を先頭に激しい経済競争を展開する時代です。いわゆるグローバリズムです。　
その結果、富める国と貧する国、武力を使ってでも利権を獲得しようとする国と武力を強化して既得権を守ろうとする国など、大きく地球が二分、三分しているのが今という時代だと思います。
（２）先が見えたぞアベノミクス
　　　　アメリカのサル真似ともいえるアベノミクスは、人類が長い時間をかけて辿りついた経済理論や規制を排除し、大企業の利潤を高め、株価の引き上げに成功したものの、経済の低迷の一番の原因としたデフレ退治は進まず、ごく一部の者だけが利益を得る格差社会のみが残った、いわば「一将功成りて、万骨枯る」といった状況です。
（３）株価の下落は何を意味するか
今年の正月早々から日経平均株価が下がり続け、それに慌てふためいた日銀は、新たな策として「マイナス金利」を導入しました。しかし、株価は下がり続け、「マイナス金利」の効果は表れていません。
このことは、既に行っている金融緩和策が限界に達していることを示し、グローバリズムの流れの中で、1国の政策だけで国の経済を再生させることが困難であることを如実に語っているものだと思います。
（４）もはや経済成長が望めない日本に移行しつつあるのでは
　　　　経済成長路線とも言い、ＧＤＰ至上主義とも言える日本の歴代政府の経済政策の終わりと新たな時代の始まりを感じさせる昨今です。事実、昨年出版された著名なエコノミスト水野和男さんの「資本主義の終焉」という大変ショッキングな表題の本が話題になり、藻谷浩介さんの「里山資本主義―日本経済は安心の原理で動くー」という書物が注目されました。これは、国民自身も成長一辺倒の経済政策に疑問を持ち始めていることの表れとも考えられます。
（５）遠い将来を見つめることが大切
　　　そもそも「人口減少社会」とは、日本社会が縮んでゆくこと、世界の生産基地であった日本が次第に衰えていくことを意味します。
逆に、中国やインドなどは、困難な課題を抱えつつも、今後も経済成長は続くと見込まれ、世界の工業製品の製造基地として、足固めをしていくことでしょう。
翻って、昨年9月安倍政権が打ち上げた「新三本の矢」は、2020年頃までにＧＤＰ600兆円を目指すとしていますが、主要な経済人でさえ、これは無理と主張するほどで、国民を威武する効果しかないようです。さらに問題なのは、相変わらずの経済成長万能主義ではないかということです。
　　　こうした観点から今後の日本の経済政策を考えると、日本は、経済成長を競うのではなく、国際貢献、文化、スポーツ、健康、余暇活動といういわばソフトの分野に国民の関心が集まる時代だと考えられます。安倍政権の経済政策は、新しい時代の萌芽を摘み取ってしまうことさえ危惧されるところです。
　　　　「現代社会は、爆発的な変化を体現した近代の曲がり角を超え、
未来安定平衡期に軟着陸するまでの過渡期にある」　見田　宗介
Ⅲ　富国強兵ではなく「命を育む社会」を
（１）深く、大きく抉られた分断社会
安倍政権の発足から今日までの軌跡を辿ると、「何が秘密かそれが秘密」の特定秘密保護法の制定、武器輸出三原則の見直し、憲法9条の解釈変更、安保法制の制定、若者から希望を奪う派遣労働法の改悪、そして辺野古のアメリカ軍基地工事の強行と続き、アベノミクスと併せて考えるならば、まさしく明治政府が採用した富国強兵策にほかなりません。　　　
　　　 今、人口減少社会がキャッチフレーズのように使われる時代であれば
こそ、「命の尊さ」「命を受け継ぎ、受けつないでいくこと」が政治の魂として語らなければならないし、「命を育む社会を目指す」政策が根幹をなすものでなければならないと考えます。安倍政権は、「命を育む社会」とは真逆の政策と言っても過言でないでしょう。　
Ⅳ　命を育む社会の構築を
（１）もろ手を挙げて賛成
30℃を超える酷暑、それこそ「生きているのが辛い」と感じる程の暑さが毎年夏に訪れます。しかし、うれしいことに地球温暖化の問題が、「国際気候変動枠組条約第21回締結国会議（COP21）において、地球の平均気温の上昇を２℃未満に抑えること、そのために、例えば日本は2030年までに1990年比26%のCO２を削減することが義務づけられる条約が成立しました。
未来に「希望」を見出すことが困難な時代、このような条約が締結されたことはもろ手を挙げて歓迎したいと考えます。これこそ、命を育む社会の政策です。
なお、地球環境の改善には、再生可能エネルギ―の開発が欠かせませんが、新しい産業の育成にも寄与する大きな課題でもあります。
　　 （２）政府の社会保障政策に誤りはないのか
　　　　　  増え続ける社会保障費に対処するために、2014年4月に消費税の
８％ 増税が行われ、2017年4月には、10%の消費税の増税が実施に移されることになっています。
ところが、昨年６月、政府が閣議決定した「経済・財政運営と改革
の基本方針」では、社会保障費の自然増額を今後3年間に1.5兆円程度抑える」とし、命を育む国のかたちとは逆方向に向かっているとの感を深くしました。
安倍総理は、国会の答弁で、「社会保障費といえども聖域ではない」
と答え、削減方針を強調する一方で、法人税の段階的削減は今後も続ける強い姿勢を示しています。また、今年度予算においても、安倍政権の発足以来、防衛費の伸びは増え続けおり、「命を育む社会」の構築とは、真逆の政策をとり続けています。
　　（３）将来に亘り年金制度の安定化は図られるのか
　　　　　昨年6月、GPIFが年金積立金投資の株式比率を引き上げましたが
この年の7月~9月の年金運用益は、7兆9千億円もの赤字、日銀のマ
イナス金利導入後も下がり続ける株価を考えるならば、赤字が膨らみ
つづけていることは容易に想像できます。今やGPIFによる年金の株
式投資は、株価維持のために使われ、アベノミクスの延命のために利
用されているのです。私たちの命綱ともいうべき年金積立金の株式投
資は、断固中止すべきです。
　　　(４)　地域包括ケアシステムの構築は前進しているか
　　　 ア、 一昨年６月「医療介護総合確保法」が制定され、団塊の世代が全て後期高齢者に達する2025年を目途に、「医療・介護について、24時間、在宅で対応する」地域包括ケアシステムがいよいよ本格的に検討され始めました。
　　　　    2016年度予算を見ると、診療報酬を0.84%減額するとしつつ、かかりつけ医の在宅診療や門前薬局を除く薬剤師の報酬を引き上げる等地域包括ケアシステムの構築を睨んだ改定となっています。
イ、 しかし、地域包括ケアシステムの構築には、多くの困難な問題も
あり、予断を許さない状況にもあります。
介護分野では、2015年の介護保険法の改定で給付が見直され、「要支援1.2」のうち、ホームへルプサービスとデイサービスが市町村の行う地域支援事業として再編され、特養新入居者の入居基準が「要介護３」以上に引き上げられました。また、「要介護1.2」のホームヘルプサービス、デイサービスも制度見直しの対象とされる等介護保険事業の改悪がさらに進む恐れがあります。
ウ、また、地域包括ケアシステムの構築には、複数病気を患う患者に対
　する診療とかかりつけ医の専門性の問題等多くの課題が残されてい
　ます。さらに、2015年の介護保険法の改定で、介護報酬が4.48％も
引き下げられ、人手不足は深刻さを増しています。地域包括ケアシス
テムが完成したとしても、マンパワーの色彩の強い介護業界の人手不
足から地域包括ケアシステムが正常に働かなくなることも深く危惧さ
れるところです。
エ、 政府は2017年4月に予定している消費税の引き上げに関し、公明党の強い要請により、「軽減税率」を導入し、「酒類」「外食」以外の食料品は税率を引き上げないことを決定しました。そもそも、消費税の引き上げ分は全額社会保障費の増大に当てるとした民主・自民・公明の三党合意に基づき2014年に導入された経緯がありますが、これを全く無視する軽減税率の導 入は断固反対です。
Ⅴおわりに
　　　　 現代の日本の最大の課題は、少子化現象の「再生産」です。政府は、「新三本の矢」で希望出産率1.8との数字を示しましたが、安倍政権の発想は、保育所の待機児童を減らせば、人口減少に歯止めがかかるという単純極まりない発想です。今求められているのは、「命を育む社会」への政策転換であり、経済成長第一主義からの転換です。
ア　　少子化は高度成長時代から醸成された国民の意識構造の問題でもあります。神社・仏閣に参拝する時、「子孫繁栄」という言葉にお目にかかりますが、これは、子供を沢山持ち、育てることが人間の根源的な「願い」であり、子供を育てることは、親の人生を豊かにすることだと私たちに教えてくれます。
　 イ、　今、高齢者に求められていることは、安倍政権の政策に対し、高齢者の想いから発した政策を高々と掲げることです。規制緩和の名のもとに、若者から希望を奪う政策にNOを突き付けること、競争社会から弾き飛ばされた人に救いの手を差し伸べること、そして子供を育てることが希望に繋がる社会を作ること、戦争より平和を、競争よりも共生を求める政策を高々と掲げ、政策の発信力を高めることにほかなりません。
　　エ、　この夏の7月、参議院議員選挙が行われます。人間のもつ「願い」と真逆の政策をごり押しする安倍政権の存続を決して許してはいけません。競争よりも共生、戦争よりも平和、若者に希望を与え、年若きカップルには子供を育てることの楽しさを与える政策、いってみれば「命を育む社会」の構築を掲げる民主党を支持します。そして神奈川選挙区の「かねこ洋一」候補の勝利を何としても導かなければなりません。また、各産別推薦候補の必勝を期し、頑張り抜かなければなりません。
　　　　高齢者たる者、安倍政権の存続を許すならば「死ぬに死ねない想い」
となることを念頭に、頑張りましょう。
      「貧困や公害など、資本主義の様々な矛盾を乗り越える、あるべき自由な社会のことを、僕は「新しく転回された＜情報化／消費化社会＞と呼んできました。人々が経済競争の脅迫から解放され、アートや文学や友情など、自然を破壊しない幸福を追求する。そんなイメージです」
見田　宗介
